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設計業務等標準積算基準書・設計業務等標準積算基準書（参考資料）令和７年度版 

＜京都市建設局運用＞ 

⑴ 国土交通省大臣官房技術調査課監修の「設計業務等標準積算基準書・設計業務等標準積算基準書（参考資料） 

令和７年度版」において、以下の読替え表のとおりに読み替えて京都市建設局運用とする。

⑵ 適用期間は令和７年８月１１日から令和８年８月１０日（次年度基準改正まで）とする。

⑶ 単価の地域割について
地域割は、市域をⅠ地区とⅡ地区の２地域に区分する（詳細は、「土木工事標準積算基準書（参考資料）」

第14章 3.材料単価関係を参照すること）。 
Ⅰ地区：Ⅱ地区以外の京都市域 
Ⅱ地区：下表のとおり 

左京区 花脊地区、久多地区及び広河原地区 
右京区 京北地区 

「設計業務等標準積算基準書」の読替え表 

ページ 項目 元 読替え後 

2-1-2
第2編 第1章 
第1節 1-2 1-2-2 
(１) １) (ｲ) ニ)．④

（「④ 地盤情報データベースに登録するための検定費」の項目及び内容を
削除） 

2-2-21
第2編 第2章 
第2節 2-8 2-8-3 

（「２－８－３ 地盤情報データベースに登録するための検定費」の項目及
び内容を削除） 

3-1-3
第3編 第1章 
第1節 1-4 

元 

業務委託の変更は、官積算書を基に次式により算出する。 
 （ 中 略 ） 

（注)１．変更官積算業務価格は、官単位、官経費をもとに初設計と同
一方法により積算する。 

２．直前の請負額、直前の官積算額は、消費税相当額を含んだ額
とする。 

３．設計変更における単価については以下の場合においては新単
価（変更指示時点単価）により積算するものとする。 
・当初業務履行予定地から独立した区間の数量変更があった場
合
・当初業務では想定されなかった新規工種が追加された場合

読
替
え
後 

業務委託の変更は、官積算書を基に次式により算出する。 

  ＣHU＝ＣHS×請負率 
（千円未満を切り捨てる） 

  ここに 
請負率：ＣMU／ＣMS（小数第６位以下切捨て） 

ＣHU：現業務の変更請負額 
ＣHS：現業務の変更設計額 
ＣMU：現業務の当初契約額 
ＣMS：現業務の当初設計額 

（注)１．設計変更における単価について、当初業務では想定されなか
った新規工種が追加された場合においては新単価（変更指示時
点単価）により積算するものとする。 

２．変更設計業務価格に増減がない場合、変更請負業務価格は当
初請負業務価格と同額とする。 



「設計業務等標準積算基準書（参考資料）」の読替え表 

ページ 項目 元 読替え後 

参1-2-4から 
参1-2-5まで 

第1編 第2章 
第1節 1-3 

 宿泊、滞在を伴わない業務の場合
の旅費交通費の積算にあたっては、
１－３－１を原則適用し、宿泊、滞 
在を伴う業務の場合は、１－３－２
を原則適用する。ただし、現地条件
等により、１－３－１、１－３－２ 
によりがたい場合は、当初設計分も
含めて１－３－３を適用する。 

（削除） 

第1編 第2章 
第1節 1-3 1-3-1、2 

（「1-3-1 旅費交通費の率を用いた積算（宿泊、滞在を伴わない業務の場
合）」から「1-3-2 旅費交通費の率を用いた積算（宿泊、滞在を伴う業務
の場合）」までの項目及び内容を削除） 

参1-2-6 

第1編 第2章 
第1節 1-3 1-3-3(１) 1) 

ここでいう積算上の基地とは、原
則として指名業者のうち、現地に最
も近い本支店等が所在する市役所等
とする。なお、随意契約の場合は、
特定された業者が所在する市役所等
とする。 

なお、本支店等とは参加表明書等
に記載されている本支店等を指し、
市役所等とは市役所、町・村役場と
し、特別区の場合は区役所を指す。 

ここでいう積算上の基地とは、京
都市役所とする。なお、随意契約の
場合は、特定された業者が所在する
市役所等とする。 

第1編 第2章 
第1節 1-3 1-3-3(1) 4) 

各所管の「旅費取扱規則」 「京都市旅費条例」 

参1-2-6から 
参1-2-7まで 

第1編 第2章 
第1節1-3 1-3-3 
(2)から(4)まで

（「1-3-3(2) 旅費交通費の扱い」から「1-3-3(4) 宿泊を伴う外業所要日数の休
日補正の算定」までの項目及び内容を削除） 

参1-2-9 
第1編 第2章 
第1節 1-9 

元 

設計変更における業務費（業務委託料）の変更は、官積算書を基に
して次式により算出する。 

 （ 中 略 ） 
注)１．変更官積算業務価格は、官単位、官経費をもとに初設計と同一

方法により積算する。 
 ２．直前の請負額、直前の官積算額は、消費税相当額を含んだ額と

する。 
 ３．設計変更における単価については以下の場合においては新単価

（変更指示時点単価）により積算するものとする。 
 ・当初業務履行予定地から独立した区間の数量変更があった場合 
・当初業務では想定されなかった新規工種が追加された場合

読
替
え
後 

設計変更における業務費（業務委託料）の変更は、官積算書を基に
して次式により算出する。 

  ＣHU＝ＣHS×請負率 
（千円未満を切り捨てる） 

  ここに 
請負率：ＣMU／ＣMS（小数第６位以下切捨て） 

ＣHU：現業務の変更請負額 
ＣHS：現業務の変更設計額 
ＣMU：現業務の当初契約額 
ＣMS：現業務の当初設計額 

（注)１．設計変更における単価について、当初業務では想定されなか
った新規工種が追加された場合においては新単価（変更指示
時点単価）により積算するものとする。 

２．変更設計業務価格に増減がない場合、変更請負業務価格は当
初請負業務価格と同額とする。 

参2-1-2 
第2編 第1章 
第1節 1-1 1-1-3 

成果検定料金は、物価資料を参考
にして計上する。 

成果検定料金は、土木積算システ
ム設計単価に掲載している単価を計
上する。また、土木積算システム設計
単価に掲載のない成果検定料金は、
物価資料を参考にして計上する。




